
貸　　借　　対　　照　　表
２０２３年３月３１日現在

（単位：円）

資　　　　産　　　　の　　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

科　　　　　　目 金　　　　　　額 科　　　　　　目 金　　　　　　額

225,086,021 119,094,612

現 金 及 び 預 金 280,554 94,207,454

受 取 手 形 6,600,986 4,923,623

売 掛 金 134,815,138 214,200

商 品 58,065,198 3,100

前 渡 金 15,807 3,791,900

前 払 費 用 17,592,146 10,075,149

短 期 債 権 119,690 278,678

未 収 入 金 7,596,502 112,508

5,488,000

16,170,449 119,094,612

1,782,216 純　　　資　　　産　　　の　　　部

建 物 1,288,476 5,000,000

工 具 器 具 備 品 493,740 5,000,000

1,353,100 5,000,000

施 設 利 用 権 410,200 112,161,858

ソ フ ト ウ ェ ア 942,900 112,161,858

13,035,133 112,161,858

長 期 前 払 費 用 17,336

そ の 他 の 投 資 等 11,540,800 122,161,858

繰 延 税 金 資 産 1,476,997 122,161,858

241,256,470 241,256,470

(注）有形固定資産の減価償却累計額 3,496,905円

無 形 固 定 資 産

資 産 合 計

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 繰越利益剰余金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

前 受 金

資 本 金

資　　　本　　　剰　　　余　　　金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

未 払 事 業 税

資 本 準 備 金

買 掛 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

負 債 合 計

短 期 借 入 金

賞 与 引 当 金

預 り 金

未 払 消 費 税
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

ア、時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によって処理し、

売却原価は移動平均法により算定しています）

イ、時価のないもの

移動平均法による原価法

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 法人税法の規定による定額法

無形固定資産 法人税法の規定による定額法

３．引当金の計上基準

貸倒引当金 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する部分を

計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

当社はアパレル商品の仕入・販売を行っております。商品を顧客に引き渡した時点において

履行義務が充足されると判断しており、通常は当該時点で収益を認識しておりますが、国内の

販売において、出荷時から顧客への引渡しまでの期間が通常の期間である場合には、出荷時に

収益を認識しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

① 消費税等の会計処理は、税抜き方式によっております。

② グループ通算制度を適用しております。

Ⅱ．当期純損失金額 26,489,682円

個　　別　　注　　記　　表　　


